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令和 5年度予算見積調書 課室名:

説明事業

障害者支援課
担当名: 総務・市町村支援担当

内線: 3307 (単位：千円)
会計

S151 障害者ケアマネジメント等体制整備推進事業費 一般会
計

民生費 社会福
祉費

項
障害者福祉費 障害者地域活動費

番号 事業名

事 業
期 間

平成 9年度～ 根 拠
法 令

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法
律（障害者総合支援法）78条(1)(2)任意、87条89条任意

款

針路 07
分野施策 0703

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

10,16,17
10-2,16-7,17-17

　研修等を通して、事業所数の増加や職員の資質向上な
ど、施設や市町村の支援体制強化を図ることにより、障
害者やその家族が安心して地域で暮らすことができる体
制の強化が図られる。

　ア　自立支援協議会事業　　　　　　　　　 649千円

　イ　相談支援従事者研修事業　　　　　   3,838千円

　ウ　重度障害者地域生活支援体制整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,000千円

（１）事業内容
　　ア　自立支援協議会事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 649千円
　　　　障害者相談支援体制の整備方策等を検討する協議会を開催(2回)
　　イ　相談支援従事者研修事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       3,838千円
　　　　相談支援従事者を養成する初任者研修(1回)、現任者研修(2回)、主任研修（1回）を実施
　　ウ　重度障害者地域生活支援体制整備事業(グループホーム職員研修)　　　　　 　4,000千円
　　　　グループホーム職員の支援力の向上を図る基礎研修(5回)、スキルアップ研修を実施

（２）事業計画
　　ア　自立支援協議会
　　　　重要課題の解決を図るための新たな取組を検討し、推進する。
　　イ　相談支援従事者研修
　　　　相談支援体制の充実を図るため、相談支援従事者の量的拡充を行う。
　　ウ　グループホーム職員研修
　　　　重度障害者も対応可能なグループホームを増やしていくため、グループホーム職員の支援力を向上させる。

　
（３）事業効果
　　　相談支援従事者研修の修了者　令和3年度　153名
　　　グループホーム職員研修の修了者　令和4年度　250名予定

２　事業主体及び負担区分
ア　(県10/10)
イ　地域生活支援事業費等補助金
(国1/2・県1/2）
ウ　(県10/10)

３　地方財政措置の状況
普通交付税(単位費用)(区分)社会福祉費
(細目)障害者自立支援費(細節)障害者自立支援費
(積算内容)地域生活支援事業費等補助金

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
本庁：9,500千円×1.3人＝12,350千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 8,487 1,919

前年額 4,899 2,125 2,774

― 福祉部 151 ―

誰もが活躍し共に生きる社会の実現

6,568 3,588

障害者の自立・生活支援



 

事業名

単位事業名 予算額 649千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 635 0 自立支援協議会　委員出席謝金　15名分
部会出席謝金　8名分　

使用料及び賃借料 14 0 会議室使用料　3回分

合計 649 0

単位事業名 予算額 3,838千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 87 0 講師謝金　3名分

旅費 16 0 研修への参加　2回分

需用費 0 △8 テキスト代

役務費 9 △4 切手代

　

事業内訳書

障害者ケアマネジメント等体制整備推進事業費

自立支援協議会事業

主な内容

相談支援従事者研修事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 3,838千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 3,726 △400 研修委託

合計 3,838 △412

単位事業名 予算額 4,000千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 4,000 4,000 研修委託

合計 4,000 4,000

相談支援従事者研修事業

主な内容

重度障害者地域生活支援体制整備事業

主な内容


